自治基本条例は何を規定し何を実現、達成するものか
―６Gが考え、検討していること―
６Ｇ　平成２０－５－２０　
私たちが策定上予め共通認識すべきこととは何でしょうか。４つのことを述べます。
１、自治基本条例策定には与件（与えられた条件）・前提として制約されていることがらがあります。策定に当たる人は最小限この知識は持っておくべきでしょう。
憲法、法令のもとでの地方の分権・自治であり自治基本条例であるということです。この意味を正しく理解しておくと便利ですし同じ土俵で議論ができますから検討も深まります。銘々勝手に解釈していると無駄で誤った条例をつくることになります。
２、次に自治基本条例は何を目的に何を規定し、何を実現するものかを共通認識しておくことです。自治基本条例の性格なり定義にあたることがらです。
注）　素案大綱案は「市民自治確立のための基本ルール」、これに対し６Gは「市政運営の基本ルール」と定義しています。前者は市民自治が主で市政運営により確立されるとなるですが、後者は（民主的）市政が主で市民自治により運営されるルールとなっています。この違いが条例の思想、用語概念、構造，内容に大きな差を生じさせています。
３、前２項を共通認識したところで盛り込む内容｛規定（ルール）、仕組み（システム）について｝の基本的考え方や条例の構成をきめることです。自治基本条例の市政運営に関する本体部分です。この検討を「制度の基本設計」といいますがいまだこの市民会議ではできていません。
私たちは本体の内容については素案大綱案を検討してきてそれなりに理解できてきたことでもありますが制度の基本設計は後先になっても検討しなければならないことです。
注）　策定委員会は四つの制度設計といっていますが四つは自治基本条例全体システムのサブシステムでしかありません。全体制度の基本設計のうえこれらをどう考え、位置づけるかと考えるべきで検討順序が全く逆になっています。
４、さらに付け加えておくと折角条例を作っても実行されなければ意味がありません。実行可能な仕掛けが必要でそのことをどう織り込むかが条例の実効性保証、担保の鍵になりますので本体とともによくこのことを検討しておくことが大切です。このことも体系的に議論されていません。
―（以上４項目について次ページ以降でもう少し具体的に説明します）―　　
１の与件・前提について

国の政治の一部を地方に委ねるいわゆる地方分権自治を憲法、地方自治法で定めておりその枠内（これが所与の条件）で地方の自治体は独立して市の自治をやりなさい、といっています。
１）その委ねる内容は「自治事務」と称するものでこれが自治体のしごとの範囲です。

２）その運営は市民が主権者で、実務は選挙により信託選任された「二元代表制度」（市長と議員の選挙）のもとですすめる。
３）その運営は「条例（ルール）」を定めてすすめる。
４）その運営は政策目標を具体化した「基本構想・計画」をつくってすすめる。
１）～４）から関連して言えることはそれぞれ以下のようなことです。自治基本条例策定のスタート時点でこのことをしっかり理解していないと全体討議でもグループ討議でも共通の土俵での議論ができません（現在はこのような状況です）。そのうえ誤った無駄なことをやることになります。
1） 分権されたのは「自治事務」といわれる領域
国の担当（事務）は外交、防衛、教育、社会保障などが対象領域でそれ以外は地方自治体で処理する自治事務ということですからこの対象範囲が市政の対象です。例えば、

●「地方（独立）政府」とは自治事務の範囲、限りにおいていえるのであって、独立政府（団体自治）だから何でもできると考えてはいけません。

●「法の独自解釈」も実はこのことからこの範囲で言えることです。勝手に法を独自解釈していると誤解されない（誤解しない）ためにもこのことを知っておくことです。
●「住民自治」＝市民自治も同様この範囲でいえることです。

＊このように考えると自治事務の範囲は結構狭いよう聞こえるかもしれませんが実は相当に広範囲で、財政問題も自治事務に関しては自ら処理を迫られるようにむしろ私たちが想像する以上の広さで地方に委ねられています（分権されています）。
２）市政は「2元代表制」で運営される
市長も議員も市民が選挙で選びます。市政の実行（執行）は彼らに委ねることになっています。しかし次の大切な三つことを理解しておくべきです。
①２元代表制ではあるが主権者は市民であること
②２元代表の市長、議員とも市民に信託され市民に肩代わりして市政にあたっていること　
③一方２元代表制は充分機能していなく、また戦後６０年がたち市民・住民の意識も民主主義のもと向上してきた
などから市政への市民参加は必然の状況にあります。そこで市民、議会、行政の三者が協力、補完しながら市政を形どることが必要であり市民の市政参加権、参加のしかた、システムを検討することになったと考えるべきです。
３）市政実行（執行）上の「条例」の制定義務

市政を進めるためには条例を市自身で定めてやりなさいということです。これまで個別の条例がいろいろ制定されていますが、自治の基準になるものはありません。自治基本条例を定めることが必要だしそれができる条件が整ったということです。そしてその基本条例ができればそれが「最高規範性」をもつということになるのです。またそのことから「まちの憲法」といったりしていることで国の憲法とは意味が違うことを知っておくことです。

４）市の自治事務は「基本構想・計画」を策定し実施する

市の政策、課題を明らかにし基本構想・計画をつくって実行しなさいといっています。この構想・計画に市や市民が実現したい鎌倉のまちのあり姿、たとえば子供、みどり、環境、安全、安心、福祉などいいかえれば鎌倉らしい町のあり姿や実現の方策をえがいてつくるのです。自治基本条例はその実現にむけての市政運営の仕組みを規定するものであり政策内容を盛り込む基本構想・計画とはっきり分けて考える必要があります。
２の自治基本条例の目的、性格、定義

（この項は１項の与件・前提からも想像できます）
―自治基本条例を定義すれば、「まちの課題、政策の解決、実現をはかるための市政運営の規程ルール」といえます。したがって政策や課題は基本構想・計画などで取り扱うので市政運営に関して規定する自治基本条例は「手続き条例」というわけです。これに対して基本構想・計画の執行のための“まちづくり条例”などは「政策条例」といわれます。自治体の中には政策と市政運営の両方を規定した自治基本条例などもあることはありますがすっきりしないため中途半端な条例になっています。
＊政策、課題的なことは自治基本条例上ではどう取り扱うか。それは基本構想、計画を別途策定するのでそこへきちんと盛り込みます。また必要に応じて関連の政策条例を作ります。自治基本条例も究極の目的は政策、目標の実現の道具でありますから、全く無視するわけではなく当自治基本条例では次のように取り扱うのがよいと思います。
A、 前文に理念として掲げる

B、 市政運営の原則か行政経営行動の原則を定めそのなかで触れる

C、 基本構想、基本計画は自治基本条例に基づき策定することを当条例に規定する

D、 どうしても重要、最優先の課題があるのなら委任条例事項として個別基本条例（政策条例）制定を義務づける

―次にこの自治基本条例自体の定義から敷衍できることは条例で使われることばの定義にも関わるのでこのことにふれます。

A、 市民、住民：

市政の運営に関わりをもつということは市政運営の各プロセスに関わることが相応しい人をこの条例では市民というべきでしょう。市政参加権という権利を改めて今回取り上げるのであればなおさらのことです。市政に参加できる権利を、つまりは単に形だけでなく実質市政に影響を与えることができる権利という前提で考えるべきです。その意味でも２元代表制に関わる市民、法では住民といっていますがこれを大きく逸脱しない方がよいと考えます。地方自治法、選挙法などからいってせいぜい年齢を２０歳からもう少し下げることで意思決定能力に見合う年齢程度にすべきです。確かにサービス受益権など子供も、在勤・在学のひとも、外国人も、観光客も市民と考えられる場面はあります。しかしここでは自治基本条例の法的性格と定義をもとにしてきめるべきことがらです。
B、 市政：

市政とは市の政策、課題を実現する活動の総体をいうわけで政策課題そのものではありません。市の政治の全過程、全般であり市政の対象である政策、課題とは分けて考えなければなりません。
C,　市政参加権：直接民主制的参加権である選挙権、住民投票権や意思決定権はないが市政に発言できるなど何らかの形で参加できる権利です。
など、他用語は省略。
＊以上からも分かるように市民、市政、市政参加権、市民自治、住民（団体）自治など定義するに当たっても法令の制約、規制といったものを知った上ですべきであり、一方法令を睨みながら分権・自治の活動範囲や領域を最大限ひろげて考えることが大切なことです。
３の自治基本条例の本体部分の検討、即ち制度基本設計のこと
１）それでは市政運営上何をどのような形、構成で盛り込むか。その際１と２項の与件・前提、基礎知識、約束事を念頭におきます。この部分が当条例の本体部分です。
市政運営の役者は市民と議員（議会）と市長（行政）の三者で、これに市民の一部である地域コミュニテイを加えて本体部分を構成します。それぞれの役割、責務のあり姿、関係を明らかにし（実はこのことが制度設計なのです）制度仕組みをつくり、条文にします。その際原理原則から具体的な形に示す手順で組み立てます。
２）三者（コミュニテイを入れて四者）にわけて組み立てます。
●２元代表である＜議員・議会＞と＜市長・行政＞についてそれぞれのあり姿、組織と行動原理を規定します。
●＜市民＞のあり姿、２元代表との関わり方を規定します。＜地域コミュニテイ＞は市民の市政参加形態のひとつとして位置づけるのと分かりやすくなります。
＊本体部分ついては素案大綱案でかなり検討されてきています。逆に１，２項の基本的事項については殆ど未検討のままです。遅まきながら１，２項について議論検討すれば、これまでやってきた検討事項や内容のたな卸しができ、余計な項目、不足している項目（追加項目）、必要だが修正すべき項目が検証ができます。　　
＊別途個別検証資料参照。
４、自治基本条例の実効性保証、あるいは担保のための仕掛け条項の検討

単に本体部分を規定するだけではまだ不十分で、当条例の意義や位置づけ、法的性格を定めておくことで市政が目的どおり実現できるようなしかけを作っておくことが大事です。
必要で主な項目を列記しコメントしておくと以下のようなものがあります。
●前文：鎌倉市の理念（市民憲章、平和都市宣言との関係、まちの求めている主な目標）、当条例の目的などを記述するが前文は単なる飾りではありません。
●位置づけ：最高法規性と拘束性、個別条例の見直し、個別基本条例制定委任条項、独自の法解釈、団体自治としての独立性と他自治体や国との協力関係を明らかにします。
●自治基本条例の実行推進、改廃手続き：条例推進会議、条例改廃手続きなどがあります。
●「市民自治の日」の創設：
当条例の制度施行の日を記念日とすることで鎌倉市や市民の自治レベルを向上する機会と場にするというものです（自治の定着）。市民の自治意識が向上し積極的に市政に関心をもって臨むようになれば議会や行政も一層活性化し、市政が真に市民のものになり、ボデイブロー的に効いてきて自治基本条例の実効性もあがります。市民自治を標榜するからには当条例にはそのような基盤になるシステムが不可欠です。このことはまた鎌倉らしい自治基本条例を世に問うことでもあり市民も市も矜持を持ち、他の自治体などへも誇りをもって働きかけることができると考えます。
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